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運用容量算出における検討条件に
関する要望について

平成28年 6月30日

第２回運用容量検討会 資料２



2１．要望内容

関西中国間連系線（関西向け）は、現状においては空容量が十分にあり、混雑の発生が見込まれない
送電線に整理されておりますが長期的な空容量は僅少であり、潜在的に混雑の発生が見込まれることか
ら、連系線運用容量の拡大が必要になります。業務規程第51条に基づく計画策定プロセスへの提起を
行った場合は、増強に関する費用負担（一般負担・特定負担）が発生し、国民負担増加並びに事業者の
経済性が毀損され自由競争への弊害、広域的な電力取引の活性化が損なわれる可能性があります。
運用容量は、ループになっていることからN-2故障（ルート断）を想定して算出されていますが、こ

の想定故障は他の地域間連系線より厳しいものであり連系線運用容量の算出の考え方である「電力設備
に通常想定し得る故障が発生した場合において系統の安定的な運用が可能な容量」としており、N-1条
件の想定故障への見直し【要望①】や電力系統の電圧安定化の設備対策等を行うことで運用容量の拡大
が可能ではないか【要望③】と考えます。（現在：運用容量400万kW／送電容量1,660万kW）
つきましては、関西中国間連系線についてN-2の考え方の情報開示をお願い【要望②】するとともに、
他の地域間連系線と同様のN-1故障想定にて運用容量の検討【要望①】を業務規程第126条第2項に基
づく運用容量検討会での審議をお願い致します。

検討条件公表時の要望内容（発電事業者より）

「連系線の運用容量算出における検討条件」（5月26日公表）に関して要望を6月9日締切で募集を
行った。これに対して発電事業者より要望が1件あった。事業者に主旨の確認を行い、要望①～③を確認
した。



3２．要望に対する対応について

要望① 関西中国間連系線はN-2故障（ルート断）を想定しているが、他の地域間連系線と同様のN-1
故障想定での運用容量の検討

対応 関西中国間連系線を含めた全連系線の想定故障について平成27年度第3回運用容量検討会に
て整理済。

要望③ 電力系統の電圧安定化の設備対策等による運用容量の拡大

対応 設備対策を行う場合は費用負担等の整理も必要となるため、業務規程第51条第二号に基づ
き、事業者からの提起を受けた場合は、必要に応じ計画策定プロセスにて検討する。 ※１

※１ 運用容量検討会では設備対策を伴わない範囲で空容量の減少等問題が顕在化した時点で必要に応じて
検討していく

要望② 関西中国間連系線についてのN-2の考え方の情報開示
（N-2故障を想定する理由、N-2故障時の負荷制限等の考え方）

対応 関西中国間連系線は電圧安定性が決定要因となっており、現状の電圧安定性の考え方、判定
基準等についてわかりやすく資料にまとめる。

N-2故障（ルート断）は通常想定し得る範囲の故障と整理している。また、ループになっ
ている送電線はN-2故障（ルート断）が発生すると同期・電圧安定性が不安定となることか
ら想定故障としている。（「２．想定故障」、「参考）エリア毎の故障実績」参照）



4３－①．想定故障について

平成27年度第3回運用容量検討会資料より
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5３－①．想定故障について

平成27年度第3回運用容量検討会資料より
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6＜参考＞業務規程（抜粋）

（計画策定プロセスの開始）
第５１条 本機関は、次の各号のいずれかに該当すると認める場合には、計画策定プロセスを開始する。
一 本機関が、次のア又はイの観点に基づく、送配電等業務指針で定める検討開始要件に該当すると
認めた場合
ア 安定供給大規模災害等により、複数の発電機の計画外停止その他供給区域の供給力が大幅に喪
失する事態が発生した場合において、供給区域間の電力の融通により安定供給を確保する観点

イ 広域的取引の環境整備現に発生し又は将来発生すると想定される広域連系系統の混雑を防止し、
広域的な電力取引の環境を整備する観点

二 送配電等業務指針に定める電気供給事業者より、次のアからウのいずれかの観点に基づく広域系
統整備に関する提起があり、送配電等業務指針に定める検討開始要件に該当する場合
ア 安定供給 大規模災害等により、複数の発電機の計画外停止その他供給区域の供給力が大幅に
喪失する事態が発生した場合において、電力の融通により安定供給を確保する観点

イ 広域的取引の環境整備 個別の広域的な電力取引に起因する広域連系系統の混雑を防止し、広
域的な電力取引の環境を整備する観点

ウ 電源設置 特定の電源の設置に起因した広域的な電力取引の観点
三 国から広域系統整備に関する検討の要請を受けた場合



7＜参考＞送配電等業務指針（抜粋）

（本機関の発議による計画策定プロセスの検討開始要件）
第３３条 業務規程第５１条第１号に基づく、計画策定プロセスの検討開始要件は次の各号に掲げると
おりとする。但し、業務規程第５２条第２項に掲げる場合には、計画策定プロセスの検討を開始しな
い。

～ 略 ～

二 広域的取引の環境整備に関する検討開始要件

～ 略 ～

カ 電気供給事業者の増強ニーズ 複数の電力の広域的取引を行おうとする電気供給事業者（但
し、電源を設置しようとする者又は既設の電源の最大受電電力を増加させようとする者である場
合は、接続検討の回答を得ている者に限る。）から過去３年以内に受領した増強ニーズの総量が
過去の計画策定プロセス（但し、広域連系系統の増強に至らなかったものに限る。）において定
めた基本要件の増強容量を超過した場合

～ 略 ～



8＜参考＞送配電等業務指針（抜粋）

（広域系統整備に関する提起することができる電気供給事業者）
第３４条 電気供給事業者は、次の各号に掲げる要件を満たす場合に、広域系統整備に関する提起する
ことができる。
一 安定供給に関する提起一般送配電事業者であること
二 広域的取引の環境整備に関する提起次のアからウを満たしていること
ア 既設の電源（但し、最大受電電力を増加させる場合を除く。）を用いた広域的な電力取引を希
望していること

イ 拡大を希望する広域的な電力取引の量の合計が１万キロワット以上であること
ウ 広域系統整備に要すると見込まれる費用負担割合による費用負担の意思及び財務的能力を有し
ていること

三 電源設置に関する提起次のアからエを満たしていること
ア 設置しようとする電源（既設の電源の最大受電電力を増加させる場合を含む。以下本条におい
て同じ。）により、広域的な電力取引を行おうとしていること

イ 設置しようとする電源に関し、接続検討の回答を得ていること（連系ができない旨の回答であ
る場合を含む。）

ウ 設置しようとする電源の出力の合計（但し、既設の電源の最大受電電力を増加させる場合は、
拡大を希望する広域的な電力取引の量の合計とする。）が１万キロワット以上であること

エ 広域系統整備に要すると見込まれる費用負担割合による費用負担の意思及び財務的能力を有し
ていること

２ 複数の電気供給事業者は、共同で本機関に対し広域系統整備に関する提起を行うことができる。こ
の場合、当該複数の電気供給事業者の希望する広域的な電力取引の量又は設置しようとする電源の出
力の合計値に基づき、前項第２号イ及び第３号ウの要件の充足性を判断する。


